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Global Water Crisis and the Human Right to Water
Satoshi HOSHINO
　Water is limited natural resources and it is becoming to be difﬁcult for anyone to use 
sufficient and safe water in the world. In this situation, the human right to water 
remains a vital and urgent issue. This study focuses on the efforts in the United Nations 
to tackle the human right to water and considers the present circumstances and the 
relevance of the human right to water. Here I take up the international regime and the 
human right to water, the Committee on Economic, Social and Cultural Rights（CESCR） 
and General Comment on No.15 adopted by CESCR, and the Resolutions adopted by the 
Human Right Council.
は じ め に
　地球上の水資源の中で人間が利用できるのはわずかであり，その水資源の利用可能性も人間
の欲求を満たすには次第に不十分となりつつある．その原因は，水に対する需要増加と供給不
足であり，人口増加，都市化，気候変動などが大きな要因となっている．しかし，水不足は，
こうした要因だけによってもたらされているものであろうか．世界的にみてあらゆる資源は不
平等に配分されており，この背景にはグローバルなレベルでの政治的な力関係や市場メカニズ
ムの存在があるということはいうまでもない．このことは水資源についてもいえることであろ
う．その意味で，国連開発計画（UNDP）の2006年の『人間開発報告書―水危機神話を超え
て―』の中の以下の一節はきわめて示唆的である．
　人口増加に伴い，世界の水需要が高まり，将来は水不足になるという『憂鬱な算術』へ
と向かっているというのが，その議論の流れである．われわれはこの議論の出発点に同意
しない．水不足が問題になっている国もある．しかし，グローバルな水危機の中心にある
欠乏とは，利用できる水の物理的な量ではなく，権力，貧困，不平等に根ざすものである
中央大学社会科学研究所年報　第 19 号（2014）
といえる．このことは，生命を維持するために必要とする水の利用，という領域において
最も明らかである．今日，開発途上国で生活する人のうち約11億人が水を十分に利用する
ことができず，26億人が基本的な衛生設備を欠いた中で暮らしている．これらの水不足は，
水の利用可能性ではなく，制度と政治的選択に根ざしたものである
1）
．
　2000年の国連ミレニアム・サミットで定められたミレニアム開発目標は，2015年までに安全
な飲料水と衛生設備を利用できない人の割合を半減することをめざしている．しかし，現在，
安全な水を利用できない人が11億人に上り，衛生設備を利用できない人が26億人に及んでいる．
こうした現状に対して，2000年以降，水に対する人権の必要性についての世界的な関心がます
ます高まりつつある．本稿では，水に対する人権について，国連の活動を中心に検討したい．
1．国際レジームと水に対する人権
　1972年のストックホルム会議では，「人間環境宣言」と各種の行動計画が採択され，その中
で水質汚染の問題が取り上げられ，水がかけがえのない天然資源として定義され，国際河川の
水資源管理に関しての勧告が行われた
2）
．この勧告の中の「F水資源」では，関係国により適
当と考えられる場合は，「水に関する権利および請求権の司法上，行政上の保護のための規定」
の取り決めは地域ベースで行うことが必要であるとされている
3）
．ここでの「水に関する権利」
は国際河川管理の文脈で触れられているので， 2 カ国以上にまたがる国際河川領域における各
国の水に関する権利と解され，人権としての「水に対する権利」のことを指しているわけでは
ない．しかし，人間環境宣言の中では，「何百万人もの人々が十分な食料，衣服，住居，教育，
健康及び衛生を奪われた状態で，人間らしい生活を維持する最低水準をはるかに下回る生活を
続けている」として，その改善の必要性を謳っている．この文言は，この宣言の 4年後の1976
年に発効した社会権規約の第11条の趣旨とつながるものであると解することもできよう．
　水に対する権利に関しては，1977年のマルデルプラタでの国連水会議で採択された決議の中
で，「すべての人々は，開発段階，社会的・経済的な状況のいかんにかかわらず，基本的な必
要性に見合う量と質をもつ飲料水へアクセスする権利を有する」
4）
と規定されている．このマ
ルデルプラタでの決議は，飲料水に対するアクセス権の規定であるが，水に対する人権を認め
ている国際条約は多く存在する．S・マッカーフリーは
5）
，1948年の世界人権宣言の文書は明
確に水に対する人権を規定しているとする．というのは，世界人権宣言の第25条は，「全ての
者は，自己及びその家族のための食糧，衣類，住居及び医療並びに必要な社会的サービスを内
容とする健康及び福利のための相当な生活水準についての権利並びに，失業，疾病，障害，配
偶者の死亡，老齢その他不可抗力による生活不能の場合に保障を受ける権利を有する
6）
」と規
定し，文言中の「内容とするincluding」という言葉は，条文の項目リストでは言い尽くせない
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ことを示唆しており，したがって，食糧と並んで水も「健康と福利」にとって重要であり，水
は必要な社会的サービスの意味に含まれると解釈されるべきであるからである
7）
．さらに「食
糧」という言葉の意味は広く捉えられるべきであり，明らかに水を含む生命維持手段と解され
うるうえに，水は直接的にも間接的にも，われわれが食べる多くの食糧を生産するために必要
なものである．
　水に対する人権についての具体的な規定がみられるのは，1979年の「女子差別撤廃条約」の
第14条第 2項（h）である．そこでは，この条約を批准した185カ国の締約国に対して，「適当
な生活条件（特に，住居，衛生，電力及び水の供給，運輸並びに通信に関する条件）を享受す
る権利」を義務づけている．もっとも，「女子差別撤廃条約」の第14条は，農村女子に対する
差別撤廃についての規定で，その対象者は「農村女子」であって「全ての者」に水に対する人
権を保障しているわけではない．また2008年に発効した「障害者の権利に関する条約」の第28
条は，社会権規約第11条に準じて，「締約国は，障害者が，自己及びその家族の相当な生活水
準（相当な食糧，衣類及び住居を含む．）についての権利並びに生活条件の不断の改善につい
ての権利を有する」としながら，第 2項では，「締約国は，社会的な保障についての障害者の
権利及び障害に基づく差別なしにこの権利を享受することについての障害者の権利を認めるも
のとし，この権利の実現を保障し，及び促進するための適当な措置をとる．この措置には，次
のことを確保するための措置を含む」として，「障害者が清浄な水のサービスを利用する均等
な機会を有し，及び障害者が障害に関連するニーズに係る適当なかつ費用の負担しやすいサー
ビス，補装具その他の援助を利用する機会を有すること」を挙げている
8）
．
　水に対する人権を規定している同様の条約は，1989年の「児童の権利条約」で，その第24条
では，「締約国は到達可能な最高水準の健康を享受すること並びに病気の治療及び健康の回復
のための便宜を与えられることについての児童の権利を認め」，締約国は第 1項の権利の完全
な実現を追求するものと規定し，この項目の 1つとして，「環境汚染の危険を考慮に入れて，
基礎的な枠組みの範囲内で行われることを含めて，特に容易に利用可能な技術の適用により並
びに十分に栄養のある食物及び清潔な飲料水の供給を通じて，疾病及び栄養不良と戦うこと」
を義務づけている．
　さらに国際人道法は，軍事的紛争中における特定の保護の中で，水の利用に関する規定を設
けている．文民保護条約である1949年ジュネーヴ第 4条約の第85条では，以下のように規定し
ている．「被抑留者にたいしては，日夜，衛生上の原則に合致する衛生設備で常に清潔な状態
に維持されるものをその使用に供しなければならない．被抑留者に対しては，日常の身体の清
潔及び被服の洗たくのために水及び石けんを十分に供給しなければならない．被抑留者に対し
ては，シャワー及び浴場を利用させなければならない．それらの者に対しては，洗たく及び清
潔のため必要な時間を与えられなければならない．」
9）
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　また1978年に発効した1949年ジュネーヴ条約第 1追加議定書の第54条第 2項では，以下のよ
うに規定している．「食糧，食糧生産のための農業地域，作物，家畜，飲料水の施設及び供給
施設，かんがい設備等文民たる住民の生存に不可欠な物をこれらが生命を維持する手段として
の価値を有するが故に文民たる住民又は敵対する紛争当事者に与えないという特定の目的のた
め，これらの物を攻撃し，破壊し，移動させ又は利用することができないようにすることは，
文民を飢餓の状態に置き又は退去させるという動機によるかその他の動機によるか問わず，禁
止する．」
10）
　このように1949年ジュネーヴ条約及び追加議定書の規定は，被抑留者及び文民に対して，水
に対する権利を保障するものとなっており，批准している国々に対しては法的に拘束力のある
ものとなっている．
　1992年 1 月にアイルランドのダブリンで水と環境に関する国際会議が開催され，「水と持続
的開発に関するダブリン声明：ダブリン原則」が採択された．ダブリン原則は 4つの重要な原
則から成り，第 1原則は「淡水は，生命，開発，環境を支えるために必要な限りのある脆弱な
資源である」こと，第 2原則は「水の開発と管理は，参加的アプローチ，関係する利用者，す
べてのレベルでの計画作成者と政策決定者に基礎を置くべきである」こと，第 3原則は「女性
が水の供給，管理，保全において中心的な役割を演じる」こと，そして第 4原則は「水はその
利用においては経済的価値を有し，経済的な財として認識されるべきである」ことである
11）
．
これらの原則のうちで第 4原則がもっとも影響力があり，論争的なものであったのは，水が「経
済的な財」として認識されるべきであると述べられていると同時に，「この原則の中で重要な
点は，適正な価格で清浄な水と衛生設備にアクセスするという全人類の基本的権利を認識する
ことである」と述べていることの整合性である
12）
．いずれにせよ，このダブリン声明では，「清
浄な水と衛生設備に対する全人類の基本的権利」が規定されている．
　さらに1992年 6 月にブラジルのリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議で採択され
たアジェンダ21には，第18章「淡水資源の質と供給の保護：水資源の開発，管理及び利用への
統合的アプローチ」の中で，マルデルプラタ行動計画の共通に合意された前提として，すべて
の人々が「基本的な必要性に見合う量と質をもつ飲料水へアクセスする権利を有する」という
文言を引用している
13）
．そして 2年後の1994年にカイロで開催された国際人口開発会議の行動
計画は，人類が適切な水と衛生を内容とする適切な生活水準に対する権利を有していると述べ
ている
14）
．
　2000年 9 月には，189の加盟国代表の出席した国連ミレニアム・サミットが開催され，国連
ミレニアム宣言が採択された。その中のターゲット 7として，「2015年までに，安全な飲料水
及び衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」という目標が設定されたが，国
連総会はそれに先立つ同年 2月に「開発に対する権利」を採択し，その中で明確に，「食料と
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清潔な水に対する権利は基本的な人権であり，その促進は各国政府と国際社会の双方にとって
の道徳的な規範である」
15）
と記している．
　このように1970年代後半以降，国際条約や国際会議の中で，水に対する人権についての規定
がみられるようになった．他方，政府が安全な飲料水を提供する義務を有しているという考え
方は，アフリカやヨーロッパなど一定の地域的な人権や他の法体系にみることができる．1995
年に，人間と人民の権利に関するアフリカ委員会は，ザイール（現在のコンゴ民主共和国）が
「安全な飲料水と電気といった基本的なサービスを提供する」ことができなかったとして，ア
フリカ憲章の第16条の下における健康に対する権利に違反したという判決を下した
16）
．また
EUでは，欧州議会が2003年 9 月に「飲料水へのアクセスが基本的人権である」と宣言し，
2004年に閣僚理事会は「飲料水に対する権利の承認に関する決議」を採択した
17）
．
　さらに2004年に国際法協会（ILA）によって承認された「水資源に関するベルリン規則」は，
第17章第 4条で「水へアクセスする権利」に関して以下のように規定している
18）
．
　 1  　すべての個人はその重要な人間的ニーズを満たすために，十分で，安全かつ受け入れら
れ，物理的に接近可能で，しかも入手可能な水へアクセスする権利を有する．
　 2  　国家は，水へアクセスする権利の実施を公平に確保するものとする．
　 3  　国家は，以下のことによって水へアクセスする権利を漸進的に実現するものとする．
　　・権利の享受を直接的又は間接的に妨害することを控えること．
　　・第三者が権利の享受を妨害するのを控えること．
　　・ 水へのアクセスや利用の適切な法的権利を明確かつ強化するといったような個人の水へ
のアクセスを促進するような措置を取ること．
　　・ 個人が自己の管理できない理由によって自身の努力を通じて水へのアクセスができない
場合に，水を提供し又は水を獲得する手段を提供すること．
　 4  　国家は，参加と透明性の過程を通じて，水へアクセスする権利の実現を定期的に監視し
再検討するものとする．
　ところで，人権に関するもっとも重要な国際条約である市民的及び政治的権利に関する国際
規約（ICCPR）と経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約（ICESCR）において，水
に対する人権はどのように位置づけられるのだろうか．むろん，それらのいずれにおいても，
水に対する人権について明確に言及している条文は存在しない．にもかかわらず，しばしば主
張されてきた点は，水が生命にとって重要であるが故に，水への権利は ICCPRの第 6条で認
められているように，生命にとっての権利の中に潜在的に含まれているということである
19）
．
自由権規約の第 6条は，「すべての人間は，生命に対する固有の権利を有する．この権利は，
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法律によって保護される．何人も，恣意的にその生命を奪われない」と規定している．
　さらに，広く受け入れられてきた点は，水に対する権利が ICESCR の第11条の中で表明さ
れている生活，食糧，住居の適切な基準に対する権利
20）
，第12条で表明されている健康への権
利
21）
にとって重要であり，またその中に潜在的に含まれているということである．この見解は，
社会的・経済的・文化的権利委員会によって，水に対する権利に関する「一般的意見No.15」
（2002年）の中で支持されている
22）
．「一般的意見No.15」は，本質的に法的に実施可能な普遍
的権利を確立するものではないけれども，それはこうした権利の承認のための論拠に実質的な
影響力を与えている．
　社会権規約を批准している国は，2013年12月現在で，60カ国以上で，締約国は160カ国に及
ぶ
23）
．しかし，30カ国以上が未だ締約国とはなっておらず，これらの国々には，キリバス，マー
シャル諸島，ミクロネシア，ナウル，サモア，トンガ，ツバル，バヌアツなどの小島嶼国連合
が属している．これらの国々では水資源が限られ，淡水不足が問題になっている．さらに地球
温暖化のために，カリブ海諸国では水資源が減少し，乾季には十分な水需要を満たすことがで
きない状況に立ち至っている
24）
．将来的には，人口増加，食糧生産，都市化，そして地球温暖
化の影響によって，淡水資源の減少の深刻度は高まる一方であり，水資源へのアクセスは人類
共通の課題となっている．水に対する人権の問題がグローバルな社会権の問題としてますます
国際的な対応を必要としていることが，社会権規約委員会の活動に示されている．
2．社会権規約委員会と「一般的意見 No.15」
　21世紀に入って，水に対する人権に関して重要な転換点の 1つとなったのは，2002年に国連
の社会権規約委員会が「水に対する権利」に関する「一般的意見No.15」を採択したことである．
国連の社会経済理事会は1985年に決議1985/17によって，1976年から社会権規約の報告書審査
のために設置されていた作業部会を改編して社会権規約委員会を設置した．社会権規約委員会
は，1988年に社会権規約のさまざまな条項や規定に関する一般的意見の準備を開始し
25）
，そし
て2002年の「水に対する権利」に関する「一般的意見No.15」の採択に至った．社会権規約委
員会はまた，水が問題となっている各国の報告に関する多くの総括所見（concluding observa-
tion）を含めて，広範な慣行を利用することができた．こうして1993年以後「一般的意見
No.15」の採択までに，114の総括所見のうち33の中で，水の権利が取り上げられ締約国で議論
された
26）
．「一般的意見No.15」は全体的に，2015年までに基本的な水供給へのアクセスをもた
ない人口を半減するという2000年 9 月のミレニアム開発目標に強く影響されているといってよ
いだろう
27）
．
　「一般的意見No.15」は，まず序において，水は「有限の天然資源であり，生命と健康にとっ
て基本的な公共財である」と規定し，「水に対する人権は，人間の尊厳のある生活を送るうえ
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で不可欠である」
28）
としている．続けて第 2パラグラフでは，以下のように規定している．「水
に対する人権は，すべての者に，個人的又は家庭内での利用のための十分かつ安全で，受け入
れ可能で，物理的にアクセス可能かつ入手可能な水に対する権利を与えるものである．」
29）
　ここでは，水が「公共財」（public good）として規定されていることが特徴となっている．
公共財に関しては，さまざまな理論的な捉え方が可能である．公共選択論の立場からみると，「公
共財」は「私的財」に対立するもので，非排除性と非競合性を特徴としている．しかし，この
観点からすると，現実に利用されている水は，事実問題として，純粋な公共財ではなく，他者
の水利用を排除することが可能であるだけでなく，水が稀少なところでは競合性がきわめて高
いので，「私的財」ということもできる
30）
．他方で，事実問題としてではなく規範的な観点か
らみると，水を非排除性と非競合性を備えた純粋公共財とみなし，誰もが利用可能で持続可能
なものとして位置づけるということも可能である．「一般的意見No.15」の立場は，後者に近い
ように思われる．
　この水に対する権利の規範的内容について，「一般的意見No.15」は，第11パラグラフで以下
のように述べている．「水に対する権利の諸要素は，第11条第 1項及び第12条に従い，人間の
尊厳，生命及び健康にとって適切なものでなければならない．水の適切性は体積の量や科学技
術との関連で狭く解釈されるべきではない．水は社会的，文化的な財として扱われるべきであっ
て，経済的な財として扱われるべきではない．水に対する権利の実現方法はまた，この権利が
現在及び将来の世代に実現されることを確実にすることによって持続可能でなければならな
い．」
31）
　ここでの水に対する権利に必要な水の適切さは，「利用可能性」，「質」，「アクセス可能性」
の 3つの要素を含むものとされる．まず「利用可能性」については，「各人にとっての水の供
給は，個人的及び家庭内での利用のために十分かつ継続的なものでなければならない」とし，
この利用には通常，「飲料用，個人的下水設備，衣服の洗濯，食物の準備，個人的及び家庭内
での衛生設備」を含むものである．つぎに「質」については，「個人的又は家庭内での利用の
ために必要な水は安全であり，したがって，人の健康にとって脅威となる微生物，化学物質及
び放射性危険物のないものでなければならない．」そして最後の「アクセス可能性」については，
「水，水の設備又は供給は，締約国の管轄内にあるすべての者に差別なくアクセス可能でなけ
ればならない」とし，「物理的なアクセス可能性」，「経済的なアクセス可能性」，「無差別」，「情
報の利用可能性」の 4つのアクセス可能性を挙げている．この中の「経済的なアクセス可能性」
に関しては，以下のように規定している．「水，水の設備及び供給は，すべての者にとって入
手可能なものでなければならない．水の確保に関連する直接的及び間接的費用及び料金は，入
手可能なものでなければならず，規約上の他の権利の実現を阻害したり脅かしたりするもので
あってはならない．」
32）
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　こうした点からみると，第 2パラグラフの「入手可能な水」という表現は経済的に負担可能
であるという意味に解される．したがってこれは利用者の支払い能力を超えるような民間の水
供給者による料金加算によって水に対する権利が妨げられないことを保障するものとなってい
ると解される．この点に関連して，第15パラグラフでは，締約国の義務として，「水に対する
権利に関して，締約国は，十分な手段をもたない人々に対して必要な水及び水の供給において
国際的に禁止された事由に基づく差別を防止する特別の義務を負っている」
33）
としており，そ
して第16パラグラフでは，「水に対する権利はすべての者に適用されるが，締約国は，女性，
児童，少数集団，先住民，難民，庇護希望者，国内難民，移民労働者，収監者及び被拘禁者を
含めて，この権利の行使において従来から困難に直面してきた諸個人あるいは集団に特別の注
意を払うべきである」
34）
としている．
　「一般的意見No.15」は，社会権的規約との関連で，その第11条第 1項を，すなわち「自己及
び家族のための相当な食糧，衣類及び住居を内容とする相当な生活水準についての並びに生活
条件の不断の改善についてのすべての者の権利」を，「一般的意見No.15」の第 2パラグラフ「個
人的又は家庭での利用のための水に対する権利」を引き出すための出発点として利用している．
つまり，社会権規約委員会は，社会権規約の生活水準と食糧に関する規定から水に対する権利
を導き出したということができる．
　つぎに，締約国の義務については，社会権規約の第 2条及び第11条並びに第12条を引用し，「水
に対する権利に関して，この権利がいかなる差別もなく行使されることの保障（第 2条第 2項），
並びに，第11条及び第12条の完全な実現に向けて措置をとる義務（第 2条第 2項）のような即
時の義務を有する．そのような措置は，水に対する権利の完全な実現にむけて，意図的，具体
的かつ目標設定されたものでなければならない」
35）
としている．そして，第20パラグラフでは，
「水に対する権利は，すべての人権と同様に，締約国に対して 3つの類型の義務を課している」
とし，「尊重の義務」，「保護の義務」，「充足の義務」を挙げている．
　「尊重の義務」に含まれるのは，「相当な水への平等のアクセスを否定し又は制限するいかな
る慣行又は活動にかかわることを控えること，慣習的又は伝統的な水配分の方法に恣意的に干
渉することを控えること，国有の施設からの廃棄物又は武器の使用や実験などによって違法に
水を減少させ又は汚染することを控えること，並びに，国際人道法に違反した武力紛争の際な
どに懲罰的な措置として水の供給とインフラへのアクセスを制限し又は破壊すること」
36）
であ
る．「保護の義務」は，第三者が何らかの形で水に対する権利の享受に干渉することを防ぐこ
とであり，この第三者には「個人，集団，企業，その他の団体，並びに国家の権限の下で活動
する機関」が含まれており，そしてこの義務には，「第三者が相当な水への平等なアクセスを
否定すること，天然資源，井戸及びその他の水配分システムを含む水資源を汚染し又は不均衡
にそこから取水することを制限するために必要な立法その他の措置を取ることが含まれ
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る．」
37）
そして「充足の義務」は，個人及び共同体が水に対する権利を享受するために国家が，
積極的な措置を助長し，促進し，あるいは提供する義務のことを意味する．
　他方，国際的な義務として，第31パラグラフでは，締約国は以下のような義務を果たすこと
を規定している．すなわち，「水に対する権利に関連する国際的義務を果たすために，締約国は，
他国におけるこの権利の享受を尊重しなければならない．国際協力は締約国に対して，他国に
おける水に対する権利の享受に直接的又は間接的に干渉する行動を控えることを求めている．
締約国の管轄内で行われるいかなる行動も，他国がその管轄内の人々のために水に対する権利
を実現する能力を奪うものとなってはならない．」
38）
　さらに，「一般的意見No.15」は，基本的には各個人がWHOのガイドラインに対応する水
量
39）
へアクセスするべきであるという認識に立って，自己及び家庭のための利用に加えて，「飢
餓又は疾病の防止のために必要な水資源，並びに規約上の各権利の『中核的義務』を充足する
ために必要な水」について規定している．「中核的義務」という概念が重要なのは，1990年の「一
般的意見No. 3 」の中で，社会権規約委員会が規約の中で承認された各権利の最低限必要な水準，
すなわちその充足を保障する最低限の「中核的義務」はすべての締約国に課せられているとい
う見解を宣言したからである
40）
．この義務は締約国が果たすべき即時的な効果をもつ「中核的
義務」（core obligations）であり，以下の項目が挙げられている
41）
．
　⒜ 最低限不可欠な量の水，すなわち疾病を予防するための個人的及び家庭内での利用のた
めの十分で安全な水へのアクセスを確保すること．
　⒝ 特に不利な状況にあるか又は周辺化されている集団のために，無差別を原則として，水
及び水の施設ならびに供給へのアクセスの権利を確保すること．
　⒞ 十分かつ安全な通常の水を供給し，極端に長い待ち時間を回避するために十分に多くの
放水口をもち，住居から無理のない距離内にある水の施設又は供給への物理的なアクセス
を確保すること．
　⒟ 水に対して物理的にアクセスしている間に個人的な安全が脅かされないことを確保する
こと．
　⒠ 利用できるすべての水の施設と供給の公平な配分を確保すること．
　⒡ 全住民に対応する国内の水戦略と行動計画を採択し実施すること．この行動と計画は参
加的で透明な過程に基づいて考案され，定期的に見直されるべきである．それは進展が詳
細に監視されうるような水に対する権利の指標と基準のような方法を含むべきである．戦
略及び行動計画が考案される過程及びその内容は，不利な状況にあるか周辺化されている
すべての集団に特別の注意を払うべきである．
　⒢ 水に対する権利の実現又は未実現の程度を監視すること．
2014 グローバルな水危機と水に対する人権（星野） 143
　⒣ 脆弱な及び周辺化された集団を保護するため，比較的低費用を目指した水計画を採用す
ること．
　⒤ 特に相当な衛生設備へのアクセスを確保し，水に関連した疾病を防止，治療及び管理す
るための措置を取ること．
　このように，「一般的意見No.15」は，水に対する人権を原則的に社会権規約の第11条と第12
条に基礎づけ，そこから水に対する権利を推論している．「一般的意見No.15」は，社会権的規
約の中で承認された権利を漸進的に実施するために締約国に対してさまざまな義務を課してい
るとはいえ，それは自由権規約とは異なり承認された権利が直ちに実施されねばならないとい
う性格のものではない．こうした観点から，「一般的意見No.15」に対する批判的な見解もあり，
それは一般的意見が権威的であるだけであって，社会権規約に関する法的拘束力のある解釈で
はないという点である
42）
．すなわち，一般的意見は「ハードロー」の一部ではなく，各国に新
しい法的義務を生み出す法的力をもっていないということである．
　しかし，「一般的意見No.15」は，水に対する人権の規範的内容を明確化し，その自立的な権
利としての輪郭について述べており，そしてその権利が一定の集団に属するのではなくて，す
べての人類に帰属する人権として主張している点は，きわめて重要である
43）
．こうしてみると，
マッカーフリーがいうように
44）
，社会権規約の観点からみると，水に対する人権の実施に関し
てはかなりの弾力性が存在しているということであろう．したがって，社会権規約委員会によっ
て挙げられている権利のすべての側面が実際にどれくらい早く満たされるのかは，現実問題と
して，当該国家の発展のレベル，水の利用可能性，内発的な技術力，既存のインフラ，対外援
助の利用可能性といったさまざまな要因に依存している．
3．水に対する人権に関する国連総会決議と人権理事会決議
　2010年 7 月28日，国連総会は，「水と衛生設備に対する人権」
45）
に関する国連総会決議を採
択した．この決議は明確に，「生命及びすべての人権の完全な享受のために不可欠な人権とし
て安全で清浄な飲料水と衛生に対する権利を承認する」と宣言しており，水に対する人権に関
するこれまでの歴史の中で画期的なものであった．この決議はボリビアの発案で33カ国が共同
提案したものであった
46）
．アメリカが決議に対して投票を求め，投票結果は，賛成が122カ国，
反対が 0，棄権が41カ国，欠席が29カ国であった
47）
．
　この決議で反対した国はなかったにもかかわらず，41カ国が棄権したことにはいくつかの理
由が存在した．棄権した国の多くは，手続き的な理由に言及し，決議の採択への過程で透明性
を欠いていたこと，決議の意味を検討するために十分な時間がなかったこと，人権理事会で人
権としての水と衛生設備の問題に関する議論が進行中であったこと，そして決議がこの問題に
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関する研究成果を早計に判断するものであるというものであった．また，投票の説明において，
水に対する権利を承認するが他の理由で棄権すると述べた国もあった
48）
．
　棄権した国の理由の中には，人権理事会で人権としての水と衛生設備の問題に関する議論が
進行中であるからというのがあった．けれども，この決議では，「約 8億840万人の人々が安全
な飲料水へアクセスすることができず，約26億人以上が基本的な衛生へのアクセスをしていな
いこと」に深い関心を示し，「 5歳以下の約150万人の児童が死亡し，毎年 4億4300万日の学校
日が水と衛生設備に関連する病気の結果として失われていること」に警告を発しているだけで
なく，2015年までに安全な飲料水と衛生へアクセスできない人々を半減するというミレニアム
開発目標を十分に達成するための国際社会における約束を想起し，各国首脳や政府の決意を強
調している．
　さらに，この国連総会決議は国連加盟国と国際機関に対して，「安全かつ清浄でアクセス可
能で入手可能な飲料水と衛生設備を提供する努力の規模を拡大するために，とりわけ開発途上
国における国際的な支援と協力によって，財政的資源，キャパシティ・ビルドゥング，技術移
転を提供する」
49）
ことを促した．この文言は世界中の水に対する権利を主張する活動家によっ
て歓迎されたけれども，この意見表明の中に，水に対する権利についての明確な定義と効果的
な実施のためのメカニズムを見出すことはできない．
　とはいえ，この決議が水と衛生設備に対する人権を明確に承認しているということは，国連
総会がその権利がすでに人権として存在しているという見解をもっているということを証明し
ているばかりでなく，形式的に国際法の下でその存在を認めたということである
50）
．したがっ
て，この決議が示唆していることは，各国が国際人権条約の下で水と衛生に対する人権に対応
する義務を引き受けるということである．この決議は全会一致で採択されたものではないが，
それに反対した国が存在しなかったという点では，強い支持を受けたということも可能である．
しかし他面において，棄権と欠席が70カ国あったということは，水に対する人権の位置づけの
点で必ずしも各国間でコンセンサスが成立していないことを物語っていたということできる．
　国連総会での2010年 7 月28日の決議に続いて，同年 9月30日に人権理事会は，「人権と安全
な飲料水と衛生設備に対するアクセス」に関する決議
51）
を採択した．この決議はドイツとス
ペインによって提出され，50カ国以上の共同提案となった
52）
．国連総会での決議と比較してき
わめて大きな前進であったのは，人権理事会の決議が投票なしの全会一致で採択された点であ
ろう
53）
．決議は，国連総会が「生命及びすべての人権の完全な享受のために不可欠な人権とし
て安全で清浄な飲料水と衛生設備に対する権利を承認する」とした総会決議64/292を想起し，
以下のように述べている．
　安全な飲料水と衛生設備に対する人権が，適切な生活基準に対する権利に由来し又は身
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体的及び精神的な健康の達成可能な最高水準に対する権利並びに生命と人間の尊厳に対す
る権利と緊密に関連していることを確認する．
　このように，決議は水に対する権利を法的に拘束的な人権文書の文脈の中に位置づけ，適切
な生活基準に対する権利の 1つの構成要素という理解を強化することになった
54）
．決議はまた
第 6パラグラフで，国家がすべての人権の完全な実現を確保するための主要な責任を有してい
ること，そして第三者への安全な飲料水及び衛生サービスの提供の委任によって，国家はその
人権義務を免れることがないことを再確認し，各国に以下の点を求めている
55）
．
　⒜ 現在供給されていない地域と供給が行き届いていない地域でのアクセスを含めて，安全
な飲料水と衛生設備へのアクセスに関連する人権上の義務の完全な実現を漸進的に達成す
るために，財政部門を含む部門のための立法，包括的計画，戦略を包含する適切な手段及
びメカニズムを開発すること．
　⒝ 安全な飲料水と衛生設備の供給における計画と実施過程の完全な透明性及び，関係する
地域共同体と関連する利害関係者のそれへの積極的かつ自由で有意義な参加を確保するこ
と．
　⒞ 無差別とジェンダーの平等という原則を尊重することを含めて脆弱で周辺化された集団
に属する人々へ特に注意を払うこと．
　⒟ サービスの供給を確保する過程を通じて人権を適切に影響評価に統合すること．
　⒠ 各国の人権上の義務に従いすべてのサービス供給者のための効果的な規制枠組を採択し
実施すること，及びこれらの規制を監視し強化する十分な能力をもつ公的規制制度を可能
にすること．
　⒡ アクセス可能な説明責任のメカニズムを適切な水準に設置することによって人権侵害の
ための効果的な救済策を確保すること．
　この決議は，加えて，各国及び国連の専門機関，国際協力機関及，開発機関，援助国によっ
て提供される国際協力及び技術援助の重要な役割を強調し，また開発協力機関に対して，安全
な飲料水及び衛生へのアクセスの享受に関連する各国の提案と行動計画を支援する開発計画の
立案と実施の際に，人権を基礎とするアプローチを採用することを促すとしている．また，国
際連合人権高等弁務官に対して，独立専門家がその職務権限を十分に発揮できることを可能に
するに必要な資源を受け取ることを確保し続けることを要請している
56）
．
　2010年 7 月28日の国連総会決議と比較して2010年10月のHRC決議は，国連総会と同様に，国
際条約の法的効力は有しないとはいえ，注目すべき傾向がいくつかみられる．　
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　第 1に，すでに触れたように，決議が投票なしに，しかも全会一致で採択されたという点は，
水に対する人権に関する各国の認識が深まったことを証明しているといえる．アメリカやイギ
リスのように，以前の決議に批判的な国々はその声明においてHRC決議に肯定的であった．そ
の意味では，各国はジュネーヴでの交渉過程において水に対する権利とそれぞれの慣行に対す
る態度を変更した．この点で注目すべきなのは，特にアメリカとイギリスの代表の声明で，そ
のなかでかれらは水に対する権利に関してとっていた以前の自国の反対の立場を放棄したので
ある
57）
．
　第 2に，HRC決議は国連総会決議に比べて内容的な点で具体的なものになっている．国連総
会決議は，本文がわずか 3パラグラフであるのに対して，HRC決議はすでにみたように13パラ
グラフとなっており，具体的な提案が示されている．HRC決議は水に対する権利が社会権規約
の「相当な生活水準に対する権利」から導き出されるべきである点を指摘していると同時に，
国家がすべての人権の十分な実施を確保する主要な責任を有していること，飲料水と衛生サー
ビスの提供において国家が人権義務を負っていることを明示している．
　こうしてみると，国連総会決議とHRC決議の間には，大きな前進が生じたということは明ら
かなように思われる．それは決議の内容的側面だけでなく，実際的な行動にも現れている．両
方の決議に参加している国々の数カ国は，投票行動を変えたからである．
　人権理事会は，2011年 4 月と2011年10月に，それぞれ「安全な飲料水と衛生に対する人権」
に関する人権理事会決議を採択し，それらの中で水に対する人権に関する各国の役割について
の具体的な提案を行った
58）
．
お わ り に
　第二次世界大戦後，世界的に人権問題が大きな国際的なテーマとなり，世界人権宣言や国際
人権規約をはじめとして，さまざまな国際人権法が採択された．それらの中には，女子差別撤
廃，児童の人権，障害者の人権などを取り上げたものがあり，そうした国際人権法の規定には
人間としての「相当の生活水準」という生活水準に関する規定が多くみられ，この権利の延長
線上に水に対する人権が位置づけられてきたといってよいだろう．2002年に社会権規約委員会
が採択した「水に対する権利」に関する「一般的意見No.15」，2010年の国連総会決議と人権委
員会決議は，水に対する人権にグローバルな市民権を付与しようとする国連の一連の取り組み
の結果であったということできる．水に対する人権の承認それ自体は，水と衛生設備にアクセ
スできない人々が大勢存在しているという現実を変える力をもつものではない．現状は，先進
国と途上国を問わず，人権としての水に対する権利の侵害が起こっているところは多く，グロー
バルな視点からみても，水に対する人権が守られているとは言い難い．しかし，国際社会の中
で水に対する人権という立憲的な原則が打ち立てられるならば，それが現状を変える大きな出
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発点となることは確実である．
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